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昨
年
10
月
上
旬
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
│

Ｊ
Ｃ
は
海
外

労
使
紛
争
防
止
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
を
、
労

使
セ
ミ
ナ
ー
の
形
式
で
開
催
し
た
。
Ｊ
Ｃ
が

発
足
し
て
43
年
経
つ
が
、
労
使
セ
ミ
ナ
ー
の

形
式
で
開
催
す
る
の
は
初
め
て
の
試
み
で
あ

る
。
今
号
で
は
、
特
集
「
海
外
労
使
紛
争
防

止
へ
の
労
使
の
対
応
」
と
し
て
こ
の
労
使
セ

ミ
ナ
ー
の
内
容
を
ご
紹
介
す
る
。

90
年
代
後
半
以
降
、
金
属
産
業
を
中
心
と

す
る
日
系
企
業
の
海
外
事
業
展
開
が
急
展
開

し
、
増
加
。
日
系
企
業
が
海
外
で
雇
用
し
て

い
る
総
ト
ー
タ
ル
人
員
は
２
０
０
６
年
ベ
ー

ス
で
３
６
０
万
人
。
金
属
関
係
の
現
地
雇
用

者
は
、
約
２
３
０
万
人
で
あ
り
、
そ
の
70
％

に
あ
た
る
１
７
０
万
人
が
中
国
を
含
む
ア
ジ

ア
で
雇
用
さ
れ
て
い
る
。
そ
う
い
う
中
で
、

海
外
生
産
拠
点
に
お
け
る
労
使
紛
争
が
増
加

し
て
い
る
こ
と
も
事
実
だ
。
今
号
で
は
、
海

外
労
使
紛
争
防
止
に
向
け
て
の
日
本
の
労
使

の
対
応
に
つ
い
て
セ
ミ
ナ
ー
の
ポ
イ
ン
ト
を

紹
介
す
る
。
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
時
代
を
生
き

抜
く
た
め
に
は
、
国
内
の
み
な
ら
ず
、
海
外

で
の
日
系
企
業
の
労
使
関
係
に
対
し
て
も
日

本
の
労
使
は
目
を
向
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

時
代
に
な
っ
て
き
た
。

労
使
セ
ミ
ナ
ー
の
内
容
と
し
て
は
、
本
部

報
告
と
し
て
「
海
外
生
産
拠
点
に
お
け
る
労

働
問
題
―
ア
ジ
ア
の
事
例
か
ら
」、「
Ｃ
Ｓ
Ｒ

の
推
進
に
お
け
る
中
核
的
労
働
基
準
の
確

立
」
の
２
本
、
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

と
し
て
「
海
外
生
産
拠
点
に
お
け
る
中
核
的

労
働
基
準
遵
守
に
む
け
た
労
使
の
役
割
」
と

題
し
て
、「
海
外
事
業
展
開
と
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
取

り
組
み
」、「
海
外
生
産
拠
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
の
仕
組
み
と
現
状
」、「
今
後
、
労

使
が
取
り
組
む
べ
き
こ
と
と
は
」
の
三
部
構

成
で
成
っ
て
い
る
。

（
文
責
・
編
集
＝
Ｉ
Ｍ
Ｆ
│

Ｊ
Ｃ
組
織
総
務
局
）

特特 集集

「海外生産拠点における労働問題―アジアの事例から」

「ＣＳＲの推進における中核的労働基準の確立」

「海外生産拠点における中核的労働基準遵守に向けた労使の役割」

◎セッション①「海外事業展開とＣＳＲの取り組み」

◎セッション②「海外生産拠点とのコミュニケーションの仕組みと現状」

◎セッション③「今後、労使が取り組むべきこととは？」



5 2008 Winter


